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小児救急医療施設運営費補助金交付要綱 

 

（趣 旨） 

第１条 県は、地域の小児の救急医療を確保するため、小児救急医療支援事

業及び小児救急医療拠点病院運営事業に対し、予算の範囲内において補

助金を交付する。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、補助金等の交付手続等に関する規則

（昭和４０年埼玉県規則第１５号。以下｢規則｣という。）に定めるものの

ほか、この要綱に定めるところによる。 

 

（補助対象事業） 

第２条  この補助金の交付の対象は、「小児救急医療施設運営事業実施要  

綱」に定める事業とする。 

（補助額の算定方法） 

第３条 この補助金の交付額は、次の（１）及び（２）により算出された額

とする。ただし、算出された額に１，０００円未満の端数が生じた場合

にはこれを切り捨てるものとする。 

（１）小児救急医療支援事業 

    １地区当たり、次により算出された額とする。 

    次の表の第２欄に定める対象経費の実支出額と市町村の補助する額 

   と第１欄に定める基準額とを比較して最も少ない額に２／３を乗じた 

   額とする。 

 

１ 基準額  ２ 対象経費   

 下記ａ、ｂの合計を基準額と す

る。 

 

１地区当たり 

  (1)休日Ａ、休日Ｂ及び夜間 

   41,148 円×診療日数＝a 

  (2)夜間加算 

  医療機関が労働基準法第 37 条

第１項及び第４項に定める割増

賃金（時間外（125/100 以上）及

び深夜（ 150/100、 160/100 又は

125/100 以上））を手当てしてい

 

小児救急医療支援事業

の運営に必要な次に掲げ

る経費 

 

１  給与費（常勤職員給

与費、非常勤職員給与

費、法定福利等） 

 

２  報償費（医師雇上謝

金） 

 

 



る場合に加算する。 

     19,782 円×診療日数＝ｂ 

  

  （注）１ 診療日の設定方法については別表に定めるところによる。  

      ２ 診療日数は、地区における事業日数とする。（ただし、病院 

   群輪番制の当番日と小児救急医療支援事業の当番日が、同一 

   日、同一医療機関、同一診療体制の場合は、算定しないもの 

   とする。） 

 

（別表） 

  診療日は、原則として診療時間が次表の区分欄ごとにそれぞれ１日とする。 

区   分  対  象  時  間  

休     日  

 休日Ａ 

 休日Ｂ 

午前８時から午後６時まで診療を行うもの         

夜   間  午後６時から翌日午前８時まで診療を行うもの     

 

  （注）休日の取扱い 

    ① 休日Ａ 

      日曜日、国民の祝日に関する法律に定める祝日及び休日並びに  

     年末年始の日（１２月２９日から１２月３１日まで及び１月２日  

     から１月３日まで） 

    ② 休日Ｂ 

      週休二日制に伴う土曜日又はその振替日 

      なお、週休二日制に伴う土曜日又はその振替日として取り扱え  

     るのは、事業主体である地方公共団体が小児救急医療支援事業実施  

        地区において別に定める基準以上の病院が閉院方式で週休二日  

     制を実施している場合で小児救急医療支援事業を実施した場合とす 

        る。 

      ただし、診療日数として設定できるのは、国民の祝日に関する  

     法律に定める祝日及び休日並びに年末年始の日(１２月２９日か 

     ら１月３日まで）を除く月曜日から土曜日の間に１日のみとする。  

  （注）「夜間加算」について 

   同一の診療日に複数の医療機関が当番となっており、いずれか  

  の医療機関が法定の割増賃金を支払っている場合に加算する。 



 

 （２）小児救急医療拠点病院運営事業 

    次の表に定める第１欄に定める基準額と第２欄に定める対象経費    

の実支出額とを比較して少ない方の額を選定し ､この額と ､総事業費    

から寄 附金 その 他 の収入 額を 控除 し た額と を比 較し て 、少な い方の    

額とする。 

１ 基   準   額 ２ 対 象 経 費 

１か所当たり次により算出 された額 

 

 42,707 千円×運営月数／12 

 

 

 

 

小児救急医療拠点病院の運営

に必要な次に掲げる経費 

 

１  給与費（常勤職員給与費、

非常勤職員給与費、法定福

利等） 

 

２ 報償費（医師雇上謝金） 

 

（交付の条件） 

第４条 この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。  

（１）事業に要する経費の配分の変更（軽微な変更は除く。）をする

場合には知事の承認を受けなければならない。  

（２）事業の内容の変更（軽微な変更は除く。）をする場合には、知

事の承認を受けなければならない。  

（３）事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなけ

ればならない。  

（４）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難と

なった場合には、速やかに知事に報告してその指示を受けなけれ

ばならない。  

（５）補助金と事業に係る証拠書類等の管理については、次によるもの  

   とする。  

ア  補助事業者が地方公共団体の場合  

     補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明かにした様式

第５号による調書を作成し、これを事業の完了の日（事業の中

止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の

属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。  

イ  補助事業者が地方公共団体以外の場合  



 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収

入及び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証

拠書類を事業の完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた

場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保

管しておかなければならない。  

（６）補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金

に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合

（仕入控除税額が０円の場合を含む。）は、第６号様式により速

やかに、遅くとも補助事業完了日の属する年度の翌々年度６月３

０日までに知事へ報告しなければならない。  

   なお、事業を実施するものが全国的に事業を展開する組織の一

支部（又は一支社、一支所等）であって、自ら消費税及び地方消

費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）で消費税及び地

方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申

告内容に基づき報告を行うこと。  

   また、補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合に

は、当該仕入控除税額を県に返還しなければならない。  

（７）市町村は、県から概算払により間接補助金に係る補助金の交付  

 を受けた場合には、その交付額に相当する額を遅滞なく間接補助  

 事業者に交付しなければならない。  

（８）補助金の交付と対象経費を重複して、他の補助金等の交付を受

けてはならない。  

（９）公的団体又は民間事業者が事業を行うために締結する契約につ

いては、一般競争入札に付するなど県が行う契約手続の取扱いに

準拠しなければならない。  

（ 10）市町村長が、間接補助金を間接補助事業者に交付する場合には、

（１）から（５）、（６）、（８）、（９）に掲げる条件を付す

ること。この場合には、（１）から （５）、（６）、（８）、

（９）中「知事」とあるのは「市町村長」、「県」とあるのは

「市町村」、「第６号様式」とあるのは「第７号様式」と読み替

えるものとすること。  

      なお、市町村長が上記により付した条件に基づく承認又は指示

をする場合は、あらかじめ知事の承認又は指示を受けなければな

らない。  

（申請書の様式等） 

第５条 規則第４条第１項の申請書の様式は、様式第１号によるものとし、

その提出期限は毎会計年度定め、補助金の交付の申請をしようとするも



のに対して通知するものとする。 

 

（記載事項） 

第６条 規則第４条第２項第１号から第４号までに掲げる事項に係る書類の

添付は要しない。 

２ 規則第４条第２項第５号に規定する知事の定める事項は、次のとおりとす  

る。 

（１）当該事業に係る歳入歳出予算書抄本（当該補助事業の支出予定額を備

考欄に明記すること。） 

（２）その他参考となる資料 

 

（交付決定通知書の様式） 

第７条 規則第７条の交付決定通知書の様式は、様式第２号のとおりとする。  

 

（状況報告） 

第８条 補助事業者は、知事の要求があったときは、補助事業の遂行状況に

ついて、当該要求に係る事項を書面で知事に報告しなければならない。 

 

（実績報告書の様式等） 

第９条 規則第１３条の実績報告書の様式は、様式第３号のとおりとし、事

業完了後（第４条第３項により事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、

当該承認通知を受理後）速やかに提出しなければならない。 

 

（確定通知書の様式） 

第 10 条 規則第１４条の確定通知書の様式は、様式第４号のとおりとする。  

 

（その他） 

第 11 条 この交付要綱に定める補助事業については、補助金等に係る予算  

の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係 

る予算の執行の適正化に関する法律施行令及び厚生労働省所管補助金等交 

付規則（平成１２年厚生省・労働省令第６号）の適用がある。 

 

（暴力団の排除）   

第 1２条  補助事業者は、別添記載の暴力団排除に関する誓約事項について補助

金の交付申請前に確認しなければならず、交付申請書の提出をもってこれに同

意したものとする。 

２ 知事は、補助事業者が同意した前項の誓約事項が虚偽であり、又はこの誓約に



反したことが判明した場合、当該補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り

消し、又は変更することができる。 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成１７年４月１日から適用する。 

２ 救急医療施設運営費等補助金交付要綱（平成５年１月２７日医第１３７２

号）は、廃止する。 

   

    附 則 

この要綱は、平成１８年４月１日から適用する。 

    

附 則 

この要綱は、平成１９年４月１日から適用する。 

 

   附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２３年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から適用する。 



 別添  

暴力団排除に関する誓約事項  

 

 当事業者は、補助金の交付の申請をするに当たって、また、補助事業の実施期間

内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約します。この誓約

が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、

異議は一切申し立てません。 

  

記  

 

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（埼玉県暴力団排除条例（平

成 23 年埼玉県条例第 39 号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役

員、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者

をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同条例第２条第２号に規定する暴力団員をい

う。以下同じ。）であるとき。  

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に

損害を加える目的を持って、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。   

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与

するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与し

ているとき。  

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難され

るべき関係を有しているとき。  

（５）補助事業を実施するに当たり、法人等が、第三者と委託契約その他の契約（以

下「委託契約等」という。）を締結する場合に、その相手方が（１）から（４）までのい

ずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。  

（６）補助事業を実施するに当たり、法人等が、（１）から（４）までのいずれかに該当す  

  る第三者と委託契約等を締結する場合（（５）に該当する場合を除く。）に、埼玉県  

  が法人等に対して当該委託契約等の解除を求め、法人等がこれに従わなかった  

  と認められるとき。 


